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研究成果の概要（和文）：学校および地域レベルの集合的効力（collective efficacy：CE）が青少年の社会経
済的不利と健康指標との関連にどのような介在的役割を果たすのかを解明することを目的とした．沖縄全域から
抽出した高校の生徒を対象に調査した横断データを用いて検討したところ，いくつかの健康危険行動に社会経済
格差がみられた．学校や地域の集団レベルCEは高校生の健康危険行動を抑制するという文脈効果や健康危険行動
の社会経済格差を緩衝するという修飾効果はみられなかった．

研究成果の概要（英文）：The aim of this study was to investigate the modifying role of collective 
efficacy (CE) at the school and neighborhood levels in the association between socioeconomic 
disadvantage and health indicators among youth. Using cross-sectional data from a survey of high 
school students selected across Okinawa, we found socioeconomic disparities in several health risk 
behaviors. We also found no contextual effects of school- or neighborhood-level CEs in preventing 
health risk behaviors among high school students, nor any modifying effects in buffering 
socioeconomic disparities in health risk behaviors.

研究分野：学校保健

キーワード： 学校保健　社会疫学　健康格差

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は，青少年の健康における社会経済格差に対して，学校と地域という集団レベルの社会関係資本（学校力
と地域力）のいずれが，どのような介在的役割を果たすかを検討したところ，集団レベルの学校力や地域力は青
少年の健康危険行動と予防的な関係を示さず，社会経済格差も緩衝しないことを見出したことに学術的意義があ
る．青少年の健康危険行動の予防には個人レベル要因や家族要因を考慮する必要性を提示できるので，学校保健
分野の進展に貢献する．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
青少年の社会経済的不利が健康格差につながるという知見は多く蓄積されている．健康格差
是正のためには，社会経済的不利と健康の間に介在する要因の役割を明らかにし，変容可能な要
因を改善する方策を考える必要がある．近年，介在要因として，社会的決定要因が注目され，こ
れらに介入しない限り，人々の健康格差は改善されないことが指摘されてきた 1)．中でも，社会
関係は個人や集団の取組によって変容可能であり，ヘルスプロモーションを推進するうえで重
要な要因となる． 
本研究では，青少年の社会経済的不利と健康との関係に介在する社会関係要因として，集合的
効力（collective efficacy）に着目する．集合的効力は，犯罪社会学分野において Sampsonら 2)が
提唱した概念で，犯罪防止といった公益のために介入しようとする意志（インフォーマルな社会
的統制）と結びついた地域住民の相互信頼や団結（社会的凝集性）のことである．換言すれば，
信頼やつながりの強い集団において，人々を公益にかなう行動に向かわせる集団の力（地域力）
と捉えられ，ソーシャル・キャピタルの一つである．Sampsonらは，地域の集合的効力が暴力を
減少させることや，地域の貧困と暴力との関連を媒介することを示した 2)．公衆衛生学分野にお
いても，地域の集合的効力が青少年の健康指標に直接影響することを報告してきた 3)．しかし，
これまでの研究は，地域レベルの集合的効力しか焦点を当ててこなかったので，学校のような他
の社会文脈レベルの影響も検討する必要があった 3)． 
このような背景を踏まえて，私達は，学校を準拠集団として，青少年における健康の社会的決
定要因を究明する課題に取り組んできた．その成果として，個人レベルだけでなく学校レベルの
心理社会的要因が健康指標と関連することや 4)，ソーシャル・キャピタル概念を学校に適用した
マルチレベル研究により，学校レベルのソーシャル・キャピタルが個人の健康指標に対して文脈
効果を示すことを明らかにしてきた 5, 6)．また，これまで，成人を対象にした地域の集合的効力
を測定する尺度しかなかったので，新規に，青少年を対象に，学校と地域の両方の集合的効力を
評価する尺度を開発した 7)．そして，その尺度を用いて，学校および地域レベルの集合的効力と
健康指標との関連を，2つの集団レベルのばらつきを同時に考慮したクロス分類マルチレベルモ
デル（cross-classified multilevel model）により検討したところ，個人レベル要因を調整した後も，
地域より学校レベルの集合的効力が強い関連を示したことを報告した 8)．これらの知見は，学校
レベル要因が個人の特性だけでは説明できない集団の文脈効果を有していることを意味する． 

一方，国外の先行研究は，青少年の集合的効力が社会経済的不利と健康の間に介在するかどう
かを検討してきた 3, 9)．しかし，これらの研究は，学校あるいは地域いずれかのレベルの集合的
効力を個別にしか検討しておらず，学校レベルおよび地域レベル両方の集合的効力の同時的な
介在的役割については不明である．学校レベルおよび地域レベルのいずれの要因が，どのような
機序で介在的役割を果たしているかを明らかにすることによって，社会経済的に不利な若者に
必要な支援的環境を整えるためのより有益な政策的含意を提示することができる. 
以上のことから，本研究課題の核心をなす学術的「問い」は，「青少年における健康格差是正
メカニズムを知るために，学校および地域レベルの集合的効力が，青少年の社会経済的不利と健
康指標との関連に対して，どのような介在的役割を果たすのか」とし，本研究はその解明を目指
す． 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は，沖縄の高校生を対象に，青少年における社会経済的不利と健康指標との関連
に対する学校および地域レベルの集合的効力の介在的役割を学校および地域レベルのばらつき
を同時に扱うクロス分類マルチレベル分析により明らかにする． 
 
３．研究の方法 
(1) 令和 2年度（2020年度） 
 当初の予定では，初年度で青少年における学校および地域の集合的効力と健康格差に関する
観察研究に使用するデータセットを作成するための質問紙調査を実施するはずであったが，新
型コロナウイルス感染症の急速なまん延の影響により，学校における調査が実施できなかった
ので，次年度に延期した． 
 
(2) 令和 3年度（2021年度） 
 2021 年度は，昨年度に実施できなかった研究計画を 1 年ずらして，沖縄県の高校生を対象に
サンプリング調査を実施した．研究実施前に，本研究課題の研究計画について，琉球大学人を対
象とする生命科学・医学系研究倫理審査委員会の審査を受け，承認を得た（許可番号 1632変更
1）． 

2021年 9月～12月にかけて，沖縄県全域の全日制公立高等学校を抽出単位として，地区と学
校種を基準とした確率比例抽出によって高等学校を無作為に抽出し，各学年から 1 学級を選出
して，そこに在籍する生徒全員を対象とした無記名自記式の質問紙調査を学級において実施し
た． 



調査抽出校は 30 校，標本数は 3,244 名であった．調査当日の欠席者 222 名を除く 3,022 名か
ら調査用紙を回収した．そのうち，調査拒否者 230名，性別不明者 184名を除いた 2,608名（男
子 1,299名[49.8%]，女子 1,309名[50.2%]）を対象とした． 
調査内容は，健康指標，健康関連行動，個人レベルの学校および地域における集合的効力指標

7)，集団レベルの学校および地域における集合的効力指標，個人レベルの社会経済状態，家庭要
因，属性等であった．集団レベル要因として，学校および地域における集合的効力得点の学校平
均および地域平均を用いた．地域は居住地の郵便番号を用いて 40地域に区分した． 

2021年度中にデータ入力およびスクリーニングを完了し，データセットを作成した．  
 
(3) 令和 4年度～5年度（2022年度～2023年度） 
 研究期間を 1年延長して，2022年度～2023年度にかけて，2021年調査で得たデータセットを
もとに，青少年における社会経済的不利と健康指標，学校および地域レベルの集合的効力の関連
性について，クロス分類マルチレベル分析を用いてデータ解析を行った．当該年度はこれらの研
究成果を公表した． 
 
４．研究成果 
 健康危険行動を従属変数，集団レベルの学校および地域における集合的効力，個人レベルの学
校および地域における集合的効力，社会経済状態を主な独立変数として，クロス分類マルチレベ
ル分析を行った．以下では，クロス分類マルチレベルモデルが収束した飲酒行動と性行動の結果
について報告する．なお，児童思春期の健康指標と社会経済状態との関係における学校特性の役
割に関する Herke らのレビューによると 10），学校レベル特性と個人レベルの社会経済状態との
間に交互作用が認められ，学校構成要素の調節効果（moderating effect）が最も強いエビデンスを
示したとされているので，本研究における学校および地域レベルの集合的効力の介在的役割を
説明する概念モデルは，調節効果モデル，すなわち，クロスレベル交互作用モデルを採用した． 
 
(1) 高校生の性行動の社会経済格差と学校・地域の集合的効力との関連 
 青少年の性行動は性感染症や望まない妊娠のリスクを高める可能性がある．効果的な性教育
や予防施策の計画実施のためには，性行動の規定要因について理解することが重要となる．先行
研究の多くは個人・家族要因に焦点を当てており，集団レベル要因を検討した研究は少ない．本
研究では，対象のうち，分析項目に欠損があった者を除いた 1,743名を分析に用いた．従属変数
はこれまでの性交経験の有無を用いた．社会経済状態（socioeconomic status: SES）は親の学歴，
家族構成，学校種を用いた．共変量は，性，学年，父母とのコミュニケーション（家庭要因）を
用いた．分析は，学校・地域をランダム効果としたクロス分類マルチレベルロジスティック回帰
モデルを適用した．結果として，性交経験有りは 7.7%で，性差はみられなかったが，各 SES指
標に社会経済格差が認められた（図 1）． 

図 1. 社会人口統計学的変数別にみた高校生の性交経験の出現割合 

 

クロス分類マルチレベルモデルの結果

OR OR OR OR

学校レベル学校CE a 0.53 (0.40 , 0.71) 0.53 (0.39 , 0.71) 0.71 (0.51 , 0.99) 0.73 (0.52 , 1.02)

近隣レベル近隣CE a 0.90 (0.66 , 1.23) 0.94 (0.69 , 1.29) 0.98 (0.71 , 1.34) 1.00 (0.73 , 1.37)

個人レベル学校CE a 0.63 (0.51 , 0.77) 0.64 (0.52 , 0.79) 0.67 (0.54 , 0.83)

個人レベル近隣CE a 1.02 (0.82 , 1.26) 1.06 (0.85 , 1.33) 1.13 (0.90 , 1.41)
学年
1年生 1.00 1.00
2年生 2.03 (1.16 , 3.57) 2.18 (1.24 , 3.85)
3年生 3.60 (2.08 , 6.22) 3.96 (2.28 , 6.90)
性
男子 1.00 1.00
女子 1.59 (1.05 , 2.41) 1.54 (1.02 , 2.34)
学校種
普通科 1.00 1.00
専門学科 2.11 (1.08 , 4.10) 2.16 (1.08 , 4.30)
家族構成
両親と同居 1.00 1.00
その他 2.14 (1.45 , 3.17) 1.65 (1.07 , 2.53)
親の学歴
≦高校卒 1.00 1.00
短大・専門学校卒 0.56 (0.35 , 0.91) 0.58 (0.36 , 0.95)
大学卒≧ 0.65 (0.40 , 1.06) 0.66 (0.40 , 1.09)

父母とのコミュニケーション a 0.72 (0.58 , 0.90)

σ2 SE P ICC σ2 SE P ICC σ2 SE P ICC σ2 SE P ICC σ2 SE P ICC
学校レベル分散 0.72 0.28 0.01 0.18 0.31 0.16 0.05 0.09 0.34 0.17 0.046 0.09 0.21 0.14 0.12 0.06 0.25 0.15 0.10 0.07
近隣レベル分散 0.13 0.12 0.29 0.04 0.11 0.12 0.34 0.03 0.12 0.12 0.35 0.03 0.14 0.13 0.28 0.04 0.12 0.12 0.34 0.03
OR オッズ比，CI 信頼区間，SE 標準誤差，ICC 級内相関係数
赤色は有意 (P <0.05)
a 1SD増加したときのOR

Model 0 Model 1 Model 2 Model 3 Model 4
95%CI 95%CI 95%CI95%CI



個人レベル要因を調整した後（Model 3），学校レベル集合的効力（CE）は性交経験と予防的な
関連を示したが，地域レベル集合的効力の関連はみられなかった．父母とのコミュニケーション
を投入すると（Model 4），学校レベル集合的効力の関連は有意ではなくなった（上表）．SES 指
標と学校・地域レベル集合的効力のクロスレベル交互作用は有意ではなく，性交経験の社会経済
格差に対する集合的効力の緩衝効果はみられなかった（下図）． 

結論として，学校や地域における集団レベルの集合的効力が，個人の性交経験を規制するとい
う文脈効果や社会経済格差に対する緩衝効果はみられなかった．性教育プログラムや予防施策
は，社会経済状態や父母とのコミュニケーションといった個人・家庭要因を考慮する必要がある．  

 
(2) 高校生の飲酒行動の社会経済格差と学校・地域の集合的効力との関連 
 本研究では，対象のうち，分析項目に欠損があった者を除いた 1,827名を分析に用いた．従属
変数は現在飲酒（30日間に 1日以上の飲酒）の有無を用いた．SESは親の学歴，共変量は性，
学年，学校種，家族構成を用いた．分析は，学校・地域をランダム効果としたクロス分類マルチ
レベルロジスティック回帰モデルを適用した．結果として，全体の飲酒割合は 4.8%で，SESに
差がみられ，高 SES群の飲酒割合が低かった（図 2）． 

図 2. 社会人口統計学的変数別にみた高校生の現在飲酒の出現割合 



個人・集団レベルの学校・地域集合的効力（CE）のみを投入したモデル（Model 2）では，学
校レベル集合的効力は現在飲酒と予防的な関連を示したが，地域レベル集合的効力の関連はみ
られなかった．共変量を追加したモデル（Model 3）では，学校レベル集合的効力の関連が消失
し，加えて，SESの関連も消失した（上表）．SES と学校・地域レベル集合的効力（CE）のク
ロスレベル交互作用も有意ではなく，飲酒行動の社会経済格差に対する緩衝効果はみられなか
った（下図）． 

結論として，学校や地域レベルの集合的効力が高校生の飲酒を抑制するという文脈効果
や社会経済格差を緩衝するという修飾効果はみられなかった．高校生の飲酒予防は個人レベ
ルの学校集合的効力が重要となる． 
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